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１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

当社は、当社の創業者である元代表取締役社長が設立し運営する株式会社ひらまつ総合研究所（以下「ひらまつ総

研」といいます。）等との間の取引に関し、外部調査委員会に委嘱し調査を行って参りました（以下「本件調査」と

いいます。）。その結果、２つの店舗の譲渡（以下「本件譲渡」といいます。）に関連して、ひらまつ総研との間で

取締役会の承認なく２つの業務委託契約（以下「本件業務委託契約」といいます。）を締結しており、本件業務委託

契約には、ひらまつ総研に業務委託報酬の名目で本件譲渡の対価の支払原資を供与して資金を還流させる目的があ

り、また、本件譲渡の代金を将来的に条件付きで280百万円減額する旨の覚書（以下「本件覚書」といいます。）を取

締役会の承認なく締結していたことが判明しました。また、本件業務委託契約及び本件覚書を当社の会計監査人に秘

匿して財務諸表を作成していたことも判明しました。この他、調査の過程で業務委託報酬等（以下「本件業務委託報

酬等」といいます。）に関する会計処理の誤謬が判明しました。

当社は、上記の資金還流目的や当時の経営者が本件業務委託契約及び本件覚書の存在を会計監査人に秘匿して財務

諸表を作成した経緯等に照らして、経営者による不正な財務報告があったと認識しております。当社としては、本件

調査の結果も踏まえ、本件譲渡は対価性の観点から実質のない譲渡であり、会計上正当な売却取引があったとは認め

られないことから、本件譲渡を売却取引として会計処理するのは適切ではないと判断し、当社の固定資産として貸借

対照表に計上したうえで必要に応じて減損処理を行うとともに、本件業務委託報酬等の会計処理を訂正することとい

たしました。

また、会計監査人から固定資産の減損の兆候判定において使用する各店舗の損益の算定にあたって実施されている

店舗間の費用の振替に関する質問を受けて社内調査を実施した結果、店舗間の人件費の不正な振替が行われており、

店舗に係る固定資産の減損を回避していることが判明しました。そのため、当該店舗の固定資産の減損損失の計上と

その後の減価償却費の計上等の一連の会計処理を訂正することといたしました。

これらの決算訂正により、当社が2019年11月14日に提出いたしました第38期第２四半期（自　2019年７月１日　

至　2019年９月30日）に係る四半期報告書の記載事項の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24

条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。

なお、訂正後の四半期連結財務諸表については、EY新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けており、

その四半期レビュー報告書を添付しております。

 
２ 【訂正事項】

第一部　企業情報

第１　企業の概況

１　主要な経営指標等の推移

第２　事業の状況

２　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

第４　経理の状況

１　四半期連結財務諸表

四半期レビュー報告書

 
３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。

なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、上記の訂正事項については、訂正後のみを記載しております。
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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第37期

第２四半期連結
累計期間

第38期
第２四半期連結
累計期間

第37期

会計期間
自2018年４月１日
至2018年９月30日

自2019年４月１日
至2019年９月30日

自2018年４月１日
至2019年３月31日

売上高(千円) 5,465,074 5,004,512 10,948,899

経常利益(千円) 332,182 34,655 653,775

親会社株主に帰属する四半期純利益

又は親会社株主に帰属する四半期(当

期)純損失(△) (千円)

△33,213 10,390 △838

四半期包括利益又は包括利益

(千円)
△11,673 △8,618 △1,692

純資産額(千円) 9,359,826 9,262,712 9,389,078

総資産額(千円) 20,951,830 23,184,775 21,673,152

１株当たり四半期純利益又は１株当

たり四半期(当期)純損失(△) (円)
△0.76 0.24 △0.02

潜在株式調整後１株当たり四半期(当

期)純利益(円)
- - -

自己資本比率(％) 44.3 39.5 42.9

営業活動による

キャッシュ・フロー(千円)
384,883 303,661 771,357

投資活動による

キャッシュ・フロー(千円)
△1,403,373 △2,000,638 △2,256,862

財務活動による

キャッシュ・フロー(千円)
△1,987,352 1,494,496 △806,531

現金及び現金同等物の四半期末(期

末)残高(千円)
6,402,143 6,913,047 7,115,954

 

　

回次
第37期

第２四半期連結
会計期間

第38期
第２四半期連結
会計期間

会計期間
自2018年７月１日
至2018年９月30日

自2019年７月１日
至2019年９月30日

１株当たり四半期純利益又は１株当

たり四半期純損失(△)(円)
△4.23 0.11

 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第38期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第37期第２四半期連結累計期間及び第37期にお

ける潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在するものの、１株当たり四

半期(当期)純損失であるため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものであります。

 
(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間における当社グループの業績は、売上高5,004百万円（前年同期比8.4％減）、営業利益

49百万円（同84.5％減）、経常利益34百万円（同89.6％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益10百万円（前年同

期は親会社株主に帰属する四半期純損失33百万円）となりました。

当第２四半期連結累計期間は、レストラン事業において、人員不足による営業機会の損失や、社会的課題である

「働き方改革」に鑑みた定休日の導入等による売上の毀損に加え、9月に発生した台風、豪雨などの影響により客足が

伸び悩みました。加えて、顧客ニーズの変化に対応する当社内の営業体制の整備が遅れたことや、前連結会計年度に

実施した退店と譲渡による４店舗の売上減少が主因となり、前年同期に比べ減収となりました。また、婚礼営業にお

いては、獲得件数が前期より回復傾向にあり着実に推移したものの、少人数の婚礼の想定以上の増加と、台風による

キャンセルが発生したことなどにより、売上は前年同期を下回る結果となりました。

ホテル事業においては、「THE HIRAMATSU HOTELS & RESORTS 賢島」（三重県）、「THE HIRAMATSU HOTELS &

RESORTS 熱海」（静岡県）は堅調に推移したものの、「THE HIRAMATSU HOTELS & RESORTS 仙石原」（神奈川県）は、

噴火や台風などによるキャンセルの影響に加え、2019年9月に開業した新館工事のため、既存棟の一部予約を制限した

ことなどにより客足が伸び悩みました。開業1年を迎えた「THE HIRAMATSU HOTELS & RESORTS 宜野座」（沖縄県）

は、沖縄県内での相次ぐホテル新設など競合の登場や、顧客ニーズの多様化により宿泊客が分散し市場が混迷するな

ど、沖縄ホテル市場全体を取り巻く環境が大きく変化したことに加え、複数の大型台風襲来などの影響を受けまし

た。これらに対応する当社ホテルの販売戦略の見直しの遅れから、開業前の予約が好調であった前年同期に比べ苦戦

を強いられる結果となりました。これらを踏まえ今後開業予定の京都、軽井沢も視野に入れ、ホテル業界経験者の複

数採用により、マーケティングや販売体制を強化し、WEB販売施策の転換による改善を目指しております。

利益面においては、前期に実施した４店舗の退店と譲渡による経費等の効率化を図れたものの、減収の影響による

売上総利益の減少と、人員確保に伴う非正規雇用などが想定以上に増加したことに加え、ホテル事業推進に伴う設備

投資と人材育成などに積極的に資金を投下したことから、営業利益、経常利益は前年同期を下回る結果となりまし

た。

当社は2016年６月以来、新たな経営体制を構築し、既存事業の強化・推進、新規事業であるホテル開発と、ホテル

およびレストラン企業としてのブランドの確立を目標とする事業構造変革を推進しております。変革をさらに加速す

るため、2019年８月９日付でアドバンテッジアドバイザーズ株式会社と事業提携契約を締結いたしました。同社から

は、経営、財務、マーケティング、人事等に関するアドバイスの提供や、当社の事業構造変革推進体制への着実な移

行に対する支援を受ける他、現在計画が進行している2021年秋に開業予定の関西地方での都市型ホテルの開発資金の

調達も併せて実施しており、引き続き段階的なホテル開発の推進および経営基盤の強化と着実な企業価値拡大に努め

てまいります。
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(2) 財政状態の状況

当第２四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末に比べ1,511百万円増加し、23,184百万円となりまし

た。これは主に、有形固定資産が1,816百万円増加した一方、現金及び預金が202百万円ならびに敷金及び保証金が

143百万円減少したことによるものであります。

負債合計は前連結会計年度末に比べ1,637百万円増加し、13,922百万円となりました。これは主に、有利子負債が

1,563百万円増加したことによるものであります。

純資産は前連結会計年度末に比べ126百万円減少し、9,262百万円となりました。これは主に、利益剰余金が119百

万円減少したことによるものであります。

 
　

(3) キャッシュ・フローの状況

　　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ202百万円減少し、6,913百万円となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況

と、それらの要因は次のとおりであります。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果、獲得した資金は303百万円（前年同期は384百万円の収入）となりました。これは、主に減価

償却費の内部留保が302百万円（同344百万円）となったことによるものであります。

 
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果、支出した資金は2,000百万円（前年同期は1,403百万円の支出）となりました。これは、主に

有形及び無形固定資産の取得による支出が2,141百万円（同1,377百万円）となったことによるものであります。

 
(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果、獲得した資金は1,494百万円（前年同期は1,987百万円の支出）となりました。これは、主に

社債の発行による収入が2,986百万円及び長期借入れによる収入が900百万円（同1,000百万円）となった一方、有

利子負債の返済による支出が2,336百万円（同1,851百万円）となったことによるものであります。

 
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

(6) 主要な設備

　　　該当事項はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 180,000,000

計 180,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2019年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2019年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 48,604,200 48,604,200
東京証券取引所

市場第一部

完全議決権株式であり権利

内容に何ら限定のない当社

の標準となる株式

１単元の株式数 100株

計 48,604,200 48,604,200 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において会社法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。

 

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債(2019年８月30日発行)

決議年月日 2019年８月９日

新株予約権の数(個)※ 49

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ ―

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数
（株）※

普通株式　5,780,300　（注）３

新株予約権の行使時の払込金額(円)※ 346　（注）４

新株予約権の行使期間※ 2019年８月30日～2024年８月29日　（注）５

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)※

発行価格   346　（注）４
資本組入額 173　（注）６

新株予約権の行使の条件※ 各本新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項※
各本新株予約権付社債は、会社法第254条第2項本文及び第
3項本文の定めにより、本新株予約権又は本社債の一方の
みを譲渡することはできない。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事
項　※

（注）７

新株予約権の行使の際に出資の目的とする財産の内容及
び価額※

各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係
る本社債を出資するものとし、当該本社債の価額は当該本
社債の額面金額と同額とする。

新株予約権付社債の残高(千円)　※ 1,999,984
 

 ※　新株予約権付社債の発行時（2019年８月30日）における内容を記載しております。

(注) １．本新株予約権付社債は、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等であります。

    ２．当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の特質等は以下のとおりであります。
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 １　本新株予約権の行使請求（以下「行使請求」という。）により当社が交付する当社普通株式の数は株価

の下落により増加することがある。当該株式数は行使請求に係る本新株予約権が付された本社債の金額

の総額を当該行使請求の効力発生日において適用のある転換価額で除して得られる数であるため、

（注）４第２項第(2)号に従い転換価額が修正された場合には、本新株予約権の行使請求により当社が交

付する当社普通株式の数は増加する。

 ２　転換価額の修正基準

2020年３月１日、2021年３月１日及び2022年３月１日（以下、個別に又は総称して「修正日」とい

う。）において、当該修正日まで（当日を含む。）の10連続取引日の東京証券取引所における当社普通

株式の普通取引の終値の平均値（計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、その端数を切り上げた金

額。）（以下「修正日価額」という。）が、修正日に有効な転換価額を１円以上下回る場合には、転換

価額は、修正日以降、修正日価額に修正される。但し、上記の計算の結果算出される金額が下限修正価

額（以下に定義する。）を下回る場合には、修正後の転換価額は下限修正価額とする。「下限修正価

額」とは、295円とする。 

 ３　転換価額の修正頻度

３回（2020年３月１日、2021年３月１日及び2022年３月１日に修正されることがある。）

 ４　転換価額の下限等

（注）４第２項第(2)号に従い修正される転換価額の下限は、295円とする（但し、（注）４第３項第(1)

号乃至第(3)号に定めるところに従って転換価額に対して行われる調整と同様の方法による調整に服す

る。）。なお、本新株予約権の行使により交付される当社普通株式の数は、行使請求に係る本新株予約

権が付された本社債の金額の総額を当該行使請求の効力発生日において適用のある転換価額で除して得

られる数となる。

 ５　繰上償還条項等

本新株予約権付社債には、当社の決定による本社債の全部の繰上償還を可能とする条項が付されてい

る。

  ３．新株予約権の目的となる株式の数

　　　本新株予約権の行使により当社が新たに発行又はこれに代えて当社の保有する当社普通株式を処分（以
下当社普通株式の発行又は処分を当社普通株式の「交付」という。）する当社普通株式の数は、同時に
行使された本新株予約権に係る本社債の金額の総額を当該行使時において有効な転換価額で除して得ら
れる数とする。但し、１株未満の端数が生じた場合は、会社法の規定に基づいて現金により精算する
（当社が単元株制度を採用している場合において、本新株予約権の行使により単元未満株式が発生する
場合には、会社法に定める単元未満株式の買取請求権が行使されたものとして現金により精算し、１単
元未満の株式はこれを切り捨てる。）。なお、かかる現金精算において生じた１円未満の端数はこれを
切り捨てる。

 ４．新株予約権の行使時の払込金額

   １　本新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額又はその算定方法

 (1) 本新株予約権１個の行使に際し、当該本新株予約権が付された各本社債を出資するものとする。

 (2) 本新株予約権１個の行使に際して出資される財産の価額は、各本社債の金額と同額とする。

   ２　転換価額

　　　 (1) 各本新株予約権の行使により交付する当社普通株式の数を算定するにあたり用いられる価額（以下

「転換価額」という。）は、346円とする（当該転換価額を、以下「当初転換価額」という。）。

　　　 (2)2020年３月１日、2021年３月１日及び2022年３月１日（修正日）まで（当日を含む。）の10連続取引

日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値（計算の結果１円未満の端数を生じ

る場合は、その端数を切り上げた金額。）（修正日価額）が、修正日に有効な転換価額を１円以上下回る

場合には、転換価額は、修正日以降、修正日価額に修正される。但し、上記の計算の結果算出される金額

が下限修正価額（以下に定義する。）を下回る場合には、修正後の転換価額は下限修正価額とする。「下

限修正価額」とは、295円をいう（但し、次項第(1)号乃至第(3)号に定めるところに従って転換価額に対し

て行われる調整と同様の方法による調整に服する。）。

　　　 (3) なお、転換価額は次項第(1)号乃至第(3)号に定めるところに従い調整されることがある。

   ３　転換価額の調整

 (1) 転換価額の調整

 ①　当社は、本新株予約権付社債の発行後、本号②に掲げる各事由により当社の発行済普通株式数に変

更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「転換価額調整式」とい

う。）により転換価額を調整する。

 
 
 

調整後
転換価額

 
 
＝

 
 

調整前
転換価額

 
 
×

既発行
普通株式数

 
＋

発行又は
処分株式数

×
１株当たりの発行
又は処分価額

時価

既発行普通株式数＋発行又は処分株式数  
 

 
       ②　転換価額調整式により本新株予約権付社債の転換価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額

の適用時期については、次に定めるところによる。
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 イ　 時価（第(2)号②に定義される。）を下回る払込金額をもってその発行する当社普通株式又はその

処分する当社の有する当社普通株式を引き受ける者の募集をする場合（但し、下記ロの場合、新

株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使、取得請求権付株式又は取得条項

付株式の取得、その他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付

する場合、及び株式交換又は合併により当社普通株式を交付する場合を除く。）

     調整後の転換価額は、払込期日又は払込期間の末日の翌日以降、また、当該募集において株主に

株式の割当てを受ける権利を与える場合は、当該権利を与える株主を定めるための基準日の翌日

以降これを適用する。

 ロ　 普通株式の株式分割又は無償割当をする場合

調整後の転換価額は、当該株式分割又は無償割当により株式を取得する株主を定めるための基準

日（基準日を定めない場合は、効力発生日）の翌日以降これを適用する。

 ハ　 時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求権付株式、取得条項付株

式若しくは取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行する場

合、又は時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付

社債に付されたものを含む。）その他の証券又は権利を発行する場合。なお、新株予約権無償割

当て（新株予約権付社債を無償で割り当てる場合を含む。以下同じ。）は、新株予約権を無償発

行したものとして本ハを適用する。

調整後の転換価額は、発行される株式又は新株予約権その他の証券又は権利（以下「取得請求権

付株式等」という。）の全てが当初の条件で取得又は行使され当社普通株式が交付されたものと

みなして転換価額調整式を準用して算出するものとし、当該取得請求権付株式等の払込期日又は

払込期間末日の翌日以降、また、当該募集において株主に割り当てを受ける権利を与える場合

は、当該権利を与える株主を定めるための基準日（基準日を定めない場合は、その効力発生日）

の翌日以降これを適用する。

但し、本ハに定める取得請求権付株式等が当社に対する企業買収の防衛を目的とする発行である

旨を、当社が公表のうえ本新株予約権付社債権者に通知したときは、調整後の転換価額は、当該

取得請求権付株式等について、当該取得請求権付株式等の要項上、当社普通株式の交付と引換え

にする取得の請求若しくは取得条項に基づく取得若しくは当該取得請求権付株式等の行使が可能

となった日（以下「転換・行使開始日」という。）の翌日以降、転換・行使開始日において取得

の請求、取得条項による取得又は当該取得請求権付株式等の行使により当社普通株式が交付され

たものとみなして転換価額調整式を準用して算出してこれを適用する。

 ニ　 上記イ乃至ハの場合において、基準日が設定され、かつ、効力の発生が当該基準日以降の株主総

会、取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、上記イ乃至ハにかかわらず、

調整後の転換価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該

基準日の翌日から当該承認があった日までに本新株予約権の行使請求をした新株予約権者に対し

ては、次の算出方法により、当社普通株式を交付する。

 

交付普通株式数 ＝

（調整前転換価額
－調整後転換価額）　　×

調整前転換価額により当該

期間内に交付された普通株式数

調整後転換価額
 

 
　　　この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。

 (2)①　転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨て

る。

   ②　転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換価額を適用する日（但し、本項第(1)号②ニの

場合は基準日）に先立つ45取引日目に始まる30連続取引日の東京証券取引所における当社普通株

式終値の平均値（終値のない日数を除く。）とする。

この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。

   ③　転換価額調整式で使用する既発行株式数は、当該募集において株主に株式の割当てを受ける権

利を与える場合は、当該権利を与える株主を定めるための基準日、また、それ以外の場合は、調

整後の転換価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日にお

ける当社の有する当社普通株式の数を控除した数とし、当該転換価額の調整前に本項第(1)号②又

は本項第(3)号に基づき交付されたものとみなされた当社普通株式のうち未だ交付されていない当

社普通株式の数を加えた数とする。また、当社普通株式の株式分割が行われる場合には、転換価

額調整式で使用する発行又は処分株式数は、基準日における当社の有する当社普通株式に割り当

てられる当社普通株式の数を含まないものとする。

   ④　転換価額調整式により算出された転換価額と調整前転換価額との差額が１円未満にとどまると

きは、転換価額の調整は行わないこととする。但し、次に転換価額の調整を必要とする事由が発

生し転換価額を算出する場合は、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて、調整前転換価額

からこの差額を差し引いた額を使用するものとする。
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 (3) 本項第(1)号②の転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要

な転換価額の調整を行う。

①　株式の併合、合併、会社分割又は株式交換のために転換価額の調整を必要とするとき。

②　その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額

の調整を必要とするとき。

③　転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価

額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

 (4) 前項第(2)号により転換価額の修正を行う場合、又は本項第(1)号乃至第(3)号により転換価額の調

整を行う場合は、当社は、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、修正前又は調整前の転

換価額、修正後又は調整後の転換価額及びその適用の日その他必要な事項を本新株予約権付社債

権者に通知する。但し、適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の

日以降速やかにこれを行う。

 ５．新株予約権の行使期間

     本新株予約権の新株予約権者は、2019年８月30日から2024年８月29日（本社債が全額繰上償還される場合

には、当該償還日の前営業日）までの間（以下「行使期間」という。）、いつでも、本新株予約権を行使

することができる。但し、行使期間の最終日が銀行営業日でない場合にはその前銀行営業日を最終日とす

る。行使期間を経過した後は、本新株予約権は行使できないものとする。

上記にかかわらず、以下の期間については行使請求ができないものとする。

(1) 当社普通株式に係る株主確定日（会社法第124条第１項に定める基準日をいう。）及びその前営業日

（振替機関の休業日でない日をいう。）

(2) 振替機関が必要であると認めた日

(3) 組織再編行為をするために本新株予約権の行使の停止が必要であると当社が合理的に判断した場合

は、それらの組織再編行為の効力発生日の翌日から14日以内の日に先立つ30日以内の当社が指定する期間

中は、本新株予約権を行使することはできない。この場合には停止期間その他必要な事項をあらかじめ本

新株予約権付社債権者に通知する。

 ６．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

(1) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じた

ときは、その端数を切り上げるものとする。

(2) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資

本金等増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

 ７．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　　　当社が組織再編行為を行う場合は、本新株予約権付社債の繰上償還を行う場合を除き、承継会社等をし

て、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権付社債に付された本新株予約権の所

持人に対して、当該本新株予約権の所持人の有する本新株予約権に代えて、それぞれの場合につき、承継

会社等の新株予約権で、下記第(1)号乃至第(10)号に掲げる内容のもの（以下「承継新株予約権」とい

う。）を交付させるものとする。この場合、組織再編行為の効力発生日において、本新株予約権は消滅

し、本社債に係る債務は承継会社等に承継され、本新株予約権の所持人は、承継新株予約権の所持人とな

るものとし、本新株予約権付社債の要項の本新株予約権に関する規定は承継新株予約権について準用す

る。

  (1) 交付される承継会社等の新株予約権の数

当該組織再編行為の効力発生日直前において残存する本新株予約権付社債の所持人が保有する本新株予約

権の数と同一の数とする。

  (2) 承継会社等の新株予約権の目的たる株式の種類

承継会社等の普通株式とする。

  (3) 承継会社等の新株予約権の目的たる株式の数

承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当該組織再編行為の条件

を勘案の上、本新株予約権付社債の要項を参照して決定するほか、以下に従う。なお、転換価額は（注）

４第２項第(2)号と同様の修正及び同第３項第(1)号乃至第(3)号と同様の調整に服する。

①　合併、株式交換又は株式移転の場合には、当該組織再編行為の効力発生日の直後に承継会社等の新株

予約権を行使したときに、当該組織再編行為の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した場合に得られ

る数の当社普通株式の保有者が当該組織再編行為において受領する承継会社等の普通株式の数を受領でき

るように、転換価額を定める。当該組織再編行為に際して承継会社等の普通株式以外の証券又はその他の

財産が交付されるときは、当該証券又は財産の公正な市場価値を承継会社等の普通株式の時価で除して得

られる数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領できるようにする。

②　その他の組織再編行為の場合には、当該組織再編行為の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権

を行使したときに、当該組織再編行為の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した場合に本新株予約権

付社債の所持人が得ることのできる経済的利益と同等の経済的利益を受領できるように、転換価額を定め

る。

  (4) 承継会社等の新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額又はその算定方法
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承継会社等の新株予約権１個の行使に際しては、各本社債を出資するものとし、承継会社等の新株予約権

１個の行使に際して出資される財産の価額は、各本社債の金額と同額とする。

  (5) 承継会社等の新株予約権を行使することができる期間

当該組織再編行為の効力発生日又は承継会社等の新株予約権を交付した日のいずれか遅い日から、（注）

５に定める本新株予約権の行使期間の満了日までとし、（注）５に準ずる制限に服する。

  (6) 承継会社等の新株予約権の行使の条件

上表に準じて決定する。

  (7) 承継会社等の新株予約権の取得条項

定めない。

  (8) 承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関す

る事項

承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則

第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が

生じたときは、その端数を切り上げるものとする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から

増加する資本金の額を減じた額とする。

  (9) 組織再編行為が生じた場合

本（注）７の規定に準じて決定する。

  (10) その他

承継会社等の新株予約権の行使により承継会社等が交付する承継会社等の普通株式の数につき、１株未満

の端数が生じた場合は、これを切り捨て、現金による調整は行わない（承継会社等が単元株制度を採用し

ている場合において、承継会社等の新株予約権の行使により単元未満株式が発生する場合には、会社法に

定める単元未満株式の買取請求権が行使されたものとして現金により精算し、１株未満の端数はこれを切

り捨てる。）。また、当該組織再編行為の効力発生日時点における本新株予約権付社債の所持人は、本社

債を承継会社等の新株予約権とは別に譲渡することができないものとする。かかる本社債の譲渡に関する

制限が法律上無効とされる場合には、承継会社等が発行する本社債と同様の社債に付された承継会社等の

新株予約権を、当該組織再編行為の効力発生日直前の本新株予約権付社債の所持人に対し、本新株予約権

及び本社債の代わりに交付できるものとする。 

 ８．権利の行使に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

（１）割当先は、2019年８月30日から2020年８月29日までの期間は、本新株予約権を行使できない。

（２）（１）にかかわらず、①当社の各事業年度に係る単体又は連結の損益計算書に記載される営業損益が２

期連続して損失となった場合、②当社の各事業年度末日における単体又は連結貸借対照表に記載される

純資産合計の額が、直前の事業年度末日における単体又は連結貸借対照表に記載される純資産合計の額

の75％を下回った場合、③本引受契約に定める前提条件が成就していなかったことが判明した場合、又

は④当社が本引受契約上の義務又は表明・保証に違反（軽微な違反を除く。）した場合には、割当先

は、その後いつでも本新株予約権を行使できる。

 ９．当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

　　該当事項はありません。

 10．当社の株券の貸借に関する事項についての所有者と会社の特別利害関係者等との間の取決めの内容

　　該当事項はありません。

 11．その他投資者の保護を図るため必要な事項

　　該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式総
数増減数
(株)

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金増
減額(千円)

資本準備金残
高(千円)

2019年７月１日～
2019年９月30日

－ 48,604,200 － 1,213,540 － 1,004,750
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(5) 【大株主の状況】

  2019年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式(自己
株式を除く。)の
総数に対する所有
株式数の割合(％)

平松 博利 東京都渋谷区 5,250,100 12.16

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 2,199,800 5.10

エヌ・ティ・ティ都市開発株式

会社
東京都千代田区外神田４丁目14番１号 1,500,000 3.47

ひらまつ社員持株会 東京都渋谷区恵比寿４丁目17番３号 1,394,900 3.23

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 871,500 2.02

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口5）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 743,800 1.72

平松　慶子 東京都渋谷区 742,600 1.72

中川　一 東京都目黒区 724,700 1.68

株式会社三井住友銀行 東京都千代田丸の内１丁目１番２号 600,000 1.39

株式会社ヨックモックホール

ディングス
東京都港区南青山５丁目３番３号 600,000 1.39

計 － 14,627,400 33.88
 

（注）　上記のほか、自己株式が5,430,239株あります。

 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2019年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 5,430,200
 

－

完全議決権株式であり権
利内容に何ら限定のない
当社の標準となる株式

１単元の株式数 100株

完全議決権株式(その他) 普通株式 43,168,900
 

431,689 同上

単元未満株式 普通株式 5,100
 

－ －

発行済株式総数 48,604,200 － －

総株主の議決権 － 431,689 －
 

(注) １. 「単元未満株式」欄には、自己株式39株が含まれております。

２. 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の1,800株が含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数18個が含まれております。
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② 【自己株式等】

     2019年９月30日現在

所有者の氏名又は

名称
所有者の住所

自己名義所有株

式数(株)

他人名義所有株

式数(株)

所有株式数の合

計(株)

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合(％)

株式会社ひらまつ
東京都渋谷区恵比寿

四丁目17番３号
5,430,200 - 5,430,200 11.17

計 － 5,430,200 - 5,430,200 11.17
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2019年７月１日から2019年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2019年４月１日から2019年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

また、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、

訂正後の四半期連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 7,115,954 6,913,047

  売掛金 519,039 499,155

  原材料及び貯蔵品 1,385,252 1,477,358

  その他 384,042 350,777

  貸倒引当金 △2,560 △2,558

  流動資産合計 9,401,728 9,237,780

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 7,154,627 7,767,305

   土地 914,438 914,441

   その他（純額） 2,208,870 3,413,172

   有形固定資産合計 10,277,936 12,094,919

  無形固定資産 35,802 33,894

  投資その他の資産   

   敷金及び保証金 1,460,359 1,316,628

   その他 518,826 510,268

   貸倒引当金 △21,500 △21,500

   投資その他の資産合計 1,957,685 1,805,397

  固定資産合計 12,271,424 13,934,211

 繰延資産   

  社債発行費 - 12,783

  繰延資産合計 - 12,783

 資産合計 21,673,152 23,184,775
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 453,967 373,468

  1年内償還予定の社債 - 200,000

  1年内返済予定の長期借入金 3,508,879 2,287,846

  未払法人税等 37,000 50,000

  その他 1,095,999 1,163,774

  流動負債合計 5,095,845 4,075,089

 固定負債   

  社債 - 800,000

  転換社債型新株予約権付社債 - 1,999,984

  長期借入金 6,544,894 6,345,346

  資産除去債務 327,543 328,514

  その他 315,791 373,129

  固定負債合計 7,188,228 9,846,973

 負債合計 12,284,074 13,922,063

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,213,540 1,213,540

  資本剰余金 2,408,920 2,408,920

  利益剰余金 8,386,005 8,266,874

  自己株式 △2,791,128 △2,791,128

  株主資本合計 9,217,338 9,098,206

 その他の包括利益累計額   

  為替換算調整勘定 82,501 63,492

  その他の包括利益累計額合計 82,501 63,492

 新株予約権 89,238 101,013

 純資産合計 9,389,078 9,262,712

負債純資産合計 21,673,152 23,184,775
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

売上高 5,465,074 5,004,512

売上原価 2,320,542 2,146,919

売上総利益 3,144,532 2,857,592

販売費及び一般管理費 ※１  2,827,437 ※１  2,808,381

営業利益 317,094 49,211

営業外収益   

 為替差益 - 3,357

 協賛金収入 12,829 5,916

 受取補償金 - 6,000

 その他 16,574 9,917

 営業外収益合計 29,403 25,191

営業外費用   

 支払利息 12,955 21,197

 社債利息 - 1,527

 為替差損 220 -

 コミットメントフィー - 12,942

 その他 1,140 4,080

 営業外費用合計 14,315 39,747

経常利益 332,182 34,655

特別損失   

 店舗閉鎖損失 ※２  322,181 -

 特別損失合計 322,181 -

税金等調整前四半期純利益 10,000 34,655

法人税、住民税及び事業税 118,352 22,312

法人税等調整額 △75,138 1,952

法人税等合計 43,214 24,265

四半期純利益又は四半期純損失（△） △33,213 10,390

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

△33,213 10,390
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △33,213 10,390

その他の包括利益   

 為替換算調整勘定 21,540 △19,008

 その他の包括利益合計 21,540 △19,008

四半期包括利益 △11,673 △8,618

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △11,673 △8,618

 非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 10,000 34,655

 減価償却費 344,605 302,934

 店舗閉鎖損失 322,181 -

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △18 △2

 支払利息 12,955 22,725

 株式報酬費用 29,486 11,774

 売上債権の増減額（△は増加） 871 17,534

 たな卸資産の増減額（△は増加） 50,337 △93,295

 仕入債務の増減額（△は減少） △23,694 △80,167

 未払金の増減額（△は減少） △80,802 77,229

 未払費用の増減額（△は減少） 15,890 3,346

 
未払法人税等（外形標準課税）の増減額（△は
減少）

△40,488 32,000

 未払消費税等の増減額（△は減少） △153,092 △33,099

 前受金の増減額（△は減少） 52,486 97,624

 その他 62,736 △23,859

 小計 603,455 369,401

 利息及び配当金の受取額 39 64

 利息の支払額 △13,747 △24,492

 法人税等の支払額 △204,864 △41,312

 営業活動によるキャッシュ・フロー 384,883 303,661

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形及び無形固定資産の取得による支出 △1,377,525 △2,141,907

 敷金及び保証金の差入による支出 △26,039 △7,604

 敷金及び保証金の回収による収入 57,324 151,008

 預り敷金及び保証金の返還による支出 △57,133 -

 その他 - △2,133

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,403,373 △2,000,638

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入れによる収入 1,000,000 900,000

 長期借入金の返済による支出 △1,851,340 △2,320,581

 社債の発行による収入 - 2,986,615

 ファイナンス・リース債務の返済による支出 - △16,347

 長期預り金の受入による収入 - 74,301

 自己株式の取得による支出 △999,967 -

 配当金の支払額 △136,045 △129,492

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,987,352 1,494,496

現金及び現金同等物に係る換算差額 △654 △426

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,006,498 △202,906

現金及び現金同等物の期首残高 9,408,642 7,115,954

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  6,402,143 ※  6,913,047
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【注記事項】

(四半期連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

従業員給与手当 712,105千円 670,439千円

地代家賃 718,942 653,574 
 

 

※２　店舗閉鎖損失の内訳は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

減損損失 310,631千円 -千円

その他 11,550 - 

計 322,181 - 
 

 
前第２四半期連結累計期間において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

　(1)減損損失を認識した資産グループの概要

用途 場所 種類 減損損失(千円)

店舗設備 東京都中央区 建物等 265,167

店舗設備 愛知県名古屋市 建物等 45,463
 

　

(2)減損損失の認識に至った経緯

定期建物賃貸借契約の満了を機に営業を終了することを決定した店舗において、今後の使用見込みがなくなっ

た資産について減損損失を計上いたしました。

　

(3)減損損失の金額と種類ごとの内訳

種類 金額

建物及び構築物 305,579千円

その他 5,052千円

合計 310,631千円
 

　

(4)資産のグルーピング方法

キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、店舗を基礎としグルーピングしております。

 

(5)回収可能価額の算定方法

資産グループの回収可能価額は、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローが見込まれないた

め、回収可能価額を零として評価しております。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前第２四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年９月30日)

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に記載されている現金及び預金勘定の残高は一致

しております。

当第２四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年９月30日)

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に記載されている現金及び預金勘定の残高は一致

しております。

 

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年９月30日)

１．配当金支払額

 
(決議)

株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配
当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月22日

定時株主総会
普通株式 135,043 3.00 2018年３月31日 2018年６月25日 利益剰余金

 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

　該当事項はありません。

 
３．株主資本の著しい変動　

当社は、2018年５月11日開催の取締役会決議に基づき、自己株式1,840,600株の取得を行いました。この結果、

当第２四半期連結累計期間において自己株式が999,967千円増加し、当第２四半期連結会計期間末において自己株

式が2,791,128千円となっております。

 
当第２四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年９月30日)

１．配当金支払額

 
(決議)

株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配
当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月25日

定時株主総会
普通株式 129,521 3.00 2019年３月31日 2019年６月26日 利益剰余金

 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

　該当事項はありません。

 
３．株主資本の著しい変動　

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年９月30日)

当社グループの営む事業は、すべて単一の報告セグメントに属するものであり、当該報告セグメント以外の事業セグ

メントはないため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年９月30日)

当社グループの営む事業は、すべて単一の報告セグメントに属するものであり、当該報告セグメント以外の事業セグ

メントはないため、記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期

純損失（△）
△0円76銭 0円24銭

(算定上の基礎)   
親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社

株主に帰属する四半期純損失(△)　(千円)
△33,213 10,390

普通株主に帰属しない金額(千円) - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益又は普通株式に係る親会社株主に

帰属する四半期純損失(△) (千円)

△33,213 10,390

普通株式の期中平均株式数(株) 43,763,576 43,173,961

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 - -

(算定上の基礎)   
親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千

円)
- -

普通株式増加数(株) - -

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

-

2019年８月９日開催の取締役

会決議による第１回無担保転

換社債型新株予約権付社債

（額面総額1,999百万円)

新株予約権の数　49個

（普通株式　5,780,300株）
 

（注）前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在するもの

の、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。また、当第２四半期連結累計期間の潜在株式

調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載して

おりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

第38期(2019年４月１日から2020年３月31日)中間配当については、2019年11月８日開催の取締役会において、これ

を行わない旨を決議いたしました。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 
2021年１月12日

株式会社ひらまつ

取締役会  御中

 
EY新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 清   水   栄   一 印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 北   澄   裕   和 印

 

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ひらま

つの2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(2019年７月１日から2019年９月

30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2019年４月１日から2019年９月30日まで)に係る訂正後の四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ひらまつ及び連結子会社の2019年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 
その他の事項

四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。な

お、当監査法人は、訂正前の四半期連結財務諸表に対して2019年11月14日に四半期レビュー報告書を提出した。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以  上

　
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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